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序     文 
 

中華人民共和国では1990年代に都市住宅制度改革を推進し、居住環境の改善をめざしてきた。

住宅の商品化が進み、住宅供給面積は急激な伸びを示し、住宅産業は大きく発展した。中華人

民共和国政府においては都市住宅制度改革当時から住宅の品質向上を図ってきたが、住宅の品

質と部品にはまだ多くの問題が残されている。かかる状況の下、中華人民共和国政府は住宅の

質的向上を図るとともに、健全な住宅産業の発展をめざし、住宅性能評価制度及び住宅部品認

定制度に係る技術協力を我が国に要請してきた。 

本プロジェクトの開始に先立ち、2001年６月には合計３名の短期専門家を派遣し、住宅性能

評定・住宅部品認定制度構築に関する調査を実施した。そして、2001年、JICA事前調査団が中

華人民共和国政府と討議議事録（Record of Discussion：R/D）の署名を取り交わして、同年12

月１日から３年間にわたる「住宅性能と部品認定の研究プロジェクト」を建設部住宅産業化促

進中心と中華人民共和国建築科学研究院を中華人民共和国側カウンターパートとして実施した。 

今般、協力終了を2004年11月30日に控え、これまでの実績を評価するため、2004年９月14日

から10月１日まで終了時評価調査団を現地に派遣した。 

本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたものであり、プロジェクト関係者

間での共有、類似プロジェクトの参考のために広く活用されることを願うものである。 

ここに、調査にご協力頂いた外務省、国土交通省、財団法人ベターリビング、在中華人民共

和国日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表すとともに、引き続き一層のご支

援をお願いする次第である。 

 

平成16年11月 

 

独立行政法人 国際協力機構   

理事  松岡 和久  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



評価調査結果要約表 
 

国名：中華 

人民共和国 

案件名： 

（和）住宅性能評定・住宅部品認定の研究プロジェクト 

（中）住宅性能及住宅部品認定合作研究項目 

分野： 援助形態： 技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会開発部 

第三グループ（運輸交通）

協力金額（無償のみ）：なし 

先方関係機関：建設部 協力期間 2001.12.１～ 

2004.11.30 日本側協力機関：国土交通省 

その他関連協力： 

個別専門家派遣：住宅産業化促進中心（センター） 

個別専門家派遣：中国建築科学研究院 

案件概要 

協力の背景と概要： 

国家経済の発展に伴い、住宅建設が大きく進展している中華人民共和国（以下、

「中国」と記す）においては、住宅の商品化が進められている。住宅市場を規範・

秩序をもって発展させるためには、商品住宅に関する適切な指標を整備することが

求められている。 

このような状況の下、中国政府は住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度を制定

し、住宅の質的向上を図るとともに、健全な住宅産業の発展をめざしている。住宅

性能評価制度については、試行的に運用をはじめ、制度の完成をめざしている。ま

た、住宅部品認定制度については早急に制度を策定することをめざしている。 

日本では1970年代より「優良住宅部品認定制度（BL、財団法人ベターリビングが

実施）」が実施されており、それ以降、工業化住宅性能評価、住宅性能保証制度、

住宅性能表示制度が実施され、住宅の品質向上に大きな役割を果たしている。その

ため、中国における住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度を確立するためには、

両制度における性能評価手法、評価指標等について深い経験をもつ日本の技術支援

が非常に重要であるとの認識により、中国の住宅性能評価制度及び部品認定制度に

係る技術研究を目的として、2001年から３か年の協力が実施されている。 

 

要請内容： 

１．住宅性能評価制度を策定する。 

２．住宅部品認定制度を策定する。 

３．上記両制度策定のための住宅の安全性に関するデータを収集し、その検査方法

を確立する。 

４．上記両制度策定のための住宅の居住性に関するデータを収集し、その検査方法

を確立する。 

 

 

 

 



案件概要 

 

 

協力内容： 

〈上位目標〉 

本プロジェクトによって策定された住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度に

関連する国家基準の制定に寄与する。 

 

〈プロジェクト目標〉 

住宅性能評定制度及び住宅部品認定制度が策定される。 

 

〈成果〉 

１．住宅産業化促進センターで住宅性能評定制度が作成される。 

２．住宅産業化促進センターで住宅部品認定制度が作成される。 

３．中国建築科学研究院で中国に適した住宅の安全性に関する住宅性能評定制度

及び住宅部品認定制度策定のためのデータが収集され、その検査方法が確立さ

れる。 

４．中国建築科学研究院で中国に適した住宅の居住性に関する住宅性能評定制度

及び住宅部品認定制度策定のためのデータが収集され、その検査方法が確立さ

れる。 

 

〈投入〉（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 ４名 

短期専門家派遣 14名 

研修員受入れ ７名 

機材供与 3,670万円 

ローカルコスト負担 1,640万円 

中国側： 

カウンターパート配置 24名 

 （チームリーダー、コーディネーター、カウンターパート）

施設提供 専門家執務スペース及びオフィス設備 

運営コスト 2,324万円 

調 査 者 （担当分野、氏名、所属） 

団長／総括 水谷 明大 財団法人ベターリビング 研究企画部長 

住宅制度  長谷川芳彦 財団法人ベターリビング 住宅評価センター 

            住宅評価業務課長 

協力企画  前川 憲治 独立法人国際協力機構 

            アジア第二部東アジアチーム 主査 

評価分析  神倉 静夫 有限会社ムングアンドアソシエイツ 

調査期間 2004.9.14～2004.10.1 評価種類：終了時評価 

 

 

 

 



１．評価の目的 2004年11月のプロジェクト終了を控え、 

① 投入実績、活動実績、成果及びプロジェクト目標の達成状況を把握・

調査し、プロジェクト実施実績を確認する。 

② 評価５項目の観点から、中国側の評価チームと共に合同評価を行う。

③ 中国の住宅性能評価・住宅部品認定の今後のあり方に対して提言及び

JICA類似協力案件の実施に反映させるべき教訓を導く。 

２．評価結果要約  

(1) 妥当性 上位目標及びプロジェクト目標は中国政府の政策及び日本政府の援助重

点分野と整合性がとれており、本プロジェクトの実施は十分な妥当性が認

められる。また、現在の中国の住宅及び住宅部品の品質には多くの問題を

有しており、本協力の意義は大きいと判断される。 

(2) 有効性 住宅性能評価制度は試行制度が実施されており、住宅部品認定制度につ

いても制度上の整備はおおむね確立され、プロジェクト目標は達成され

た。両制度とも2005年には本格的な実施が開始される予定である。 

成果として達成された安全性・居住性に関するデータ収集及びその検査

方法の確立は、両制度の策定に有効に貢献した。また、プロジェクト終了

後の中国側による活動の継続も確認された。 

(3) 効率性 日中両国の投入は効率的に実施された。 

〈日本側投入〉 

４名の長期専門家及び14名の短期専門家は専門分野、時期ともに効率よ

く派遣された。供与機材は、質・量、供与時期ともに適切であった。研修

員受入れも適切に実施され、その後のプロジェクトの遂行に貢献した。 

 

〈中国側投入〉 

派遣専門家の執務スペース、供与機材設置スペース等のプロジェクト実

施に必要な資機材及び施設は適切に提供され、プロジェクトの実施支障は

来たさなかった。カウンターパートは、技術移転を受けるのに十分な能力

を有した人員が配置された。また、予算措置も十分であった。 

(4) インパクト 本プロジェクトは、以下の観点から長期的に中国の住宅産業に大きなイ

ンパクトを与えると判断される。 

(1) 優良住宅の供給の増加が期待できる。 

現在試行されている住宅性能評価制度は優良住宅に関する意識改

革を促進する役割を果たしている。 

(2) 住宅需要の増加が期待できる。 

住宅性能評価制度が一層整備されることにより、優良な住宅に対す

る需要の拡大が図られると判断される。 

(3) 住宅部品にかかわる技術標準が制定され、技術向上につながる。 

「住宅部品」という新しい概念が導入され、新たな技術標準の推進

につながっている。 

(4) 地方都市における住環境の改善など全国的な展開が期待できる。 

現在試行されている住宅性能評価制度では既に主要都市における



住宅団地が認定されている。 

(5) 自立発展性 中国政府の両制度の必要性に対する認識は高く、今後は地方都市への普

及・拡大が図られるため、組織・財政の両面からの支援は継続されると判

断できる。また、本技術協力のカウンターパート機関である建設部が中心

となり、本技術協力で行った技術移転を成果を活用し技術基準の制定を進

めていくことから、技術面における発展性も期待できる。 

３．効果発現に貢 

献した要因 

 

(1) 日本側に起因 

する要因 

① 日本の住宅性能表示制度及び優良住宅部品認定制度は社会・経済情勢

の変化、技術の向上に伴い改革が行われてきた。この経験を踏まえ、技

術協力を行い、そのことが本プロジェクトの中国独自の制度を策定する

という目標に大きく寄与した。 

② 日本人専門家は、それぞれの分野における高い知見を有しており、中

国側カウンターパートとの信頼関係が本プロジェクトの効果発現に大

きく貢献した。 

③ 本プロジェクトは技術面の協力であると同時に新制度を策定する協

力である。したがって、社会・経済、技術水準、産業構造など制度の背

景は広い分野にわたっている。本プロジェクトによって実施された研修

員受入れは、日本における具体的な背景を理解するとともに、日中の相

違についての理解が深まり、単に日本の技術を伝達するだけでなく、双

方の違いを認識したうえでの中国側の実情にあった住宅性能評定制度

の策定につながった。これが効果発現の大きな要因となった。 

(2) 中国側に起因 

する要因 

都市住宅の改善に対する中国政府の積極的な住宅評価制度を推進しよ

うという政策は、本プロジェクトの遂行に大きく貢献した。 

４．効果発現の制

約要因 

特になし 

５．結 論 本プロジェクトにおける活動、成果は当初計画どおりに達成したと判断

される。住宅性能評価制度については既に試行されており、44件の住宅団

地がすでに認定されている。 

住宅部品認定制度も既に草案が作成されており、国家認証認可監督管理

委員会の許可を申請している段階である。 

６．提 言 ① 持続的な制度運用にあたっては、住宅購入者、居住者の意識、社会・

経済情勢などの変化を的確にとらえ、必要に応じて適切な制度の改革が

必要であり、制度のフォローアップを行うシステムの確立が望まれる。

② 住宅評価、部品認定を行う機関、人材の養成に努力し、制度の実施体

制を充実させる必要がある。 

③ 住宅部品認定制度の普及には、認定基準の拡大を早急に推進すること

が求められる。 

④ 両制度の一層の普及には、実施段階においても、マスメディア、イン

ターネットなどを通じた広報活動、住宅関連イベントへの参加、セミナ

ー開催などの継続した広報活動を行う必要がある。 

 



７．教 訓 ① 本プロジェクトは住宅建設にかかわる「制度」に関する協力で、今後

全国規模での発現が期待されるモデルケースのひとつと位置づけられ

る。本プロジェクトの成功の背景には、プロジェクトと政府の政策が方

向性を共有していたことが重要な要因としてあった。 

② 類似の協力案件の実施に際しては、計画経済から市場経済への移行が

進み、住宅の配分制度の廃止による商品住宅の急増という中国の特殊要

因が背景にあったことを十分に比較・検討する必要がある。 
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）では1998年に「都市住宅制度改革を深化し、住宅

建設を加速させることに関する国務院通知」の公布により、それまでの住宅の分配制度が全面

的に廃止された。その結果、住宅の商品化は促進され、住宅の供給面積は急激な伸びを示した

が、住宅及び住宅部品の品質は依然多くの問題が残されている。 

このような状況のなか、中国政府は住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度を実施するこ

ととしており、住宅性能評価制度については1999年８月より試行的に運用をはじめ、制度の完

成をめざすとともに、また、住宅部品認定制度については早急の立ち上げをめざしている。 

日本では1970年代より「優良住宅部品（BL）認定制度」を実施し、以後、工業化住宅性能

評価、住宅性能保証、最近では住宅性能表示を制度化し住宅の品質向上に大きな役割を果たし

ている。 

中国における住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度を確立するためには、同制度におけ

る性能評価手法、評価指標等について深い経験をもつ日本の技術支援が非常に重要であるとの

認識により、中国の住宅性能評価制度及び部品認定制度に係る技術研究を目的として2001年か

ら３か年の協力を実施してきた。 

このたび、プロジェクト終了時まで残り２か月となったため、プロジェクトの進捗を評価

する目的で日本側から終了時評価調査団が派遣された。 

プロジェクトの評価は中国側C/P（C/P）、プロジェクト関係者及び調査団により合同で行わ

れた。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

(1) 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属 

団長／総括 水谷 明大 財団法人ベターリビング 研究企画部長 

住宅制度 長谷川芳彦 財団法人ベターリビング住宅評価センター 住宅評価業務課長

協力企画 前川 憲治 独立行政法人国際協力機構アジア第二部東アジアチーム 主査

評価分析 神倉 静夫 有限会社ムングアンドアソシエイツ 
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(2) 調査日程 

日順 月日（曜） 活動内容 

1 ９月14日

（火） 

成田発（JL781）10:40 → 13:20北京着(コンサル団員) 

15:00 JICA中国事務所にて打合せ 

16:00 建設部にて中国側評価チームとの打合せ、事後評価の説明 

調査日程打合せ 

2 ９月15日

（水） 

午前 建設部住宅産業化促進センター（性能評価処） 

午後 建設部住宅産業化促進センター（部品認定処） 

3 ９月16日（木) 午前 中国建築科学研究院（建築防火研究所） 

午後 中国建築科学研究院（空気調節研究所） 

4 ９月17日

（金） 

午前 建設部住宅産業化促進センター（性能評価処） 

午後 建設部住宅産業化促進センター（部品認定処） 

5 ９月18日

（土） 

終日 収集資料・情報の取りまとめ 

6 ９月19日

（日） 

終日 団内協議資料作成 

成田発（JL789）17:50 → 20:30北京着（官団員） 

7 ９月20日

（月） 

JICA中国事務所にて打合せ(官団員) 

建設部表敬訪問 

団内協議 

8 ９月21日

（火） 

中国建築科学研究院訪問 

午前 建築防火研究所 

午後 空気調節研究所 

9 ９月22日

（水） 

建設部住宅産業化促進センター訪問 

午前 部品認定処 

午後 性能評価処 

10 ９月23日

（木） 

ミニッツ案協議、修正・翻訳 

11 ９月24日

（金） 

ミニッツ署名 

JICA中国事務所報告 

12 ９月25日

（土） 

終日 収集資料整理（コンサル団員） 

北京発（JL782）14:50→ 19:10成田着（官団員） 

13 ９月26日

（日） 

休日 

14 ９月27日

（月） 

終日 収集資料・情報まとめ、報告書作成 

15 ９月28日

（火） 

終日 収集資料・情報まとめ、報告書作成 

16 ９月29日

（水） 

終日 収集資料・情報まとめ、報告書作成 
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17 ９月30日

（木） 

JICA中国事務所報告 

18 10月１日

（金） 

北京発（JL782）14:50→ 19:10成田着(コンサル団員) 
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１－３ 主要面談者 

(1) 中国側 

１）建設部 

李 先逵 外事司 司長 

王 筱敏 外事司 項目官員 

 

２）建設部住宅産業化促進中心（センター） 

陸 克華 主 任 

童 悦仲 副主任 

陸  方 技術産品処 高級工程士 

叶  明 総合処 処長 

寧 紹志 総合処 経済師 

劉 美霞 副処長 

婁 乃琳 性能評価処 処長 

劉 敬彊 産品認定処 副処長 

 

３）中国建築科学研究院 

王  俊 副院長 

楊 暁鴎 国際合作処 主任 

王 清勤 科学技術処 処長 

李 引擎 建築防火研究所 所長 

劉 文利 建築防火研究所 高級工程師 

冉  鵬 建築防火研究所 工程師 

路  賓 空気調節研究所 副所長 

李  忠 空気調節研究所 副主任 

陶 学康 建築構造研究所 研究員 

李 景色 建築構造研究所 教授級高級工程師 

 

(2) 日本側 

１）プロジェクト 

砺波  匡 長期派遣専門家（チームリーダー） 

西  賢朗 長期派遣専門家 

 

２）JICA中国事務所  

藤谷 浩至 副所長 

佐藤  睦 項目主管 
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１－４ 終了時評価の方法 

評価は、プロジェクトのための技術協力に関する議事録（R/D）にて合意されたプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）を基にして行った。調査団と中国側はPDMに示された投入、

活動、成果、プロジェクト目標等についてそれらの達成度を把握するとともに、JICA事業評価

ガイドライン改訂版に従って以下の評価５項目の観点からプロジェクトを評価した。 

 

(1) 妥当性 

プロジェクト開始時に設定されたプロジェクト目標、上位目標、成果等が評価時におい

て妥当であるかを評価 

(2) 有効性 

プロジェクトの成果の達成度合いとそれがプロジェクト目標の達成にどの程度結びつい

たかを評価 

(3) 効率性 

投入がどれだけ効率的に成果に転換されたかを評価 

(4) インパクト 

プロジェクト実施によりどのような正・負の効果が直接的・間接的に生じたかを評価 

(5) 自立発展性 

プロジェクト終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続的に維持あ

るいは拡充・発展されていくかを評価 

 

評価にあたっては、R/D、年間実施計画書、プロジェクト実施中に開催された協議の議事録、

プロジェクト実施期間中に作成された報告書、評価調査中の一連の協議・インタビュー結果を

参照し、評価作業を行った。 
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第２章 総 括 
 

「住宅性能評定・住宅部品認定の研究プロジェクト」（2001年より３年間実施、2004年11月

終了）の終了時評価として、プロジェクトの実施機関である中国住宅産業化促進センター及び

中国建築科学研究院を訪問し、実施担当者からのヒアリングなどにより実施状況及び成果につ

いての調査を行うとともに、その評価を行い、中国建設部と協議のうえ確認した。 

評価結果については、「評価調査結果要約表」及び「第４章 プロジェクトの評価」に示す

とおりであるが、本プロジェクトは円滑・効果的に実施され、有意義な成果をあげつつあるこ

とを確認した。 

特に、住宅制度改革後の中国において、国民が安心して住宅を取得できる環境づくりとし

て、市場の成熟と住宅・住宅部品に関する適切な情報提供が課題とされるなか、既に試行段階

とはいえ住宅性能評価制度がスタートし、近々にも本格実施される見込みであること、住宅部

品認証についても実施に向けた準備が進んでいることなど、本プロジェクトは中国における住

宅施策の展開において多大の貢献をしており、プロジェクトの実施は大変有意義なものであっ

たといってよい。 

日中間の住宅建築分野における交流、技術協力は、既に20年にも及ぶ歴史があり、政府レ

ベルでの交流も15年にわたり行われてきたところである。この間、中国における社会経済情勢

は大きな変化を遂げ、住宅建築分野においても急速な発展と大きな変革を経て今日に至ってい

るが、それぞれの局面においては、我が国が経験してきた、戦後の急速な都市化と生活環境の

変化、住宅・住宅部品の市場環境の変化などの経過とそれぞれの局面における官民での取り組

みは、中国にとって十分に参考にし得るものだったはずである。JICAによる技術協力も「中国

都市型普及住宅研究協力事業（1990～1993）」、「中国住宅新技術研究・人材育成センタープロ

ジェクト（1995～2000）」、そして本プロジェクトとステージを重ねて中国における良質な住宅

の供給の促進に向けた技術的、政策的展開に多大の貢献をしてきている。 

本プロジェクトが大きい成果をあげた背景には、このような交流、技術協力の歴史がある

ことは否定し得ないことであり、急速に進展する高齢化への対応、住宅建築分野における環境

負荷の軽減、良質な住宅ストック形成と適切な維持管理、老朽住宅の更新整備を含め市街地環

境の整備改善など、中国においても住宅、住宅市街地に関してはなお多くの課題があり、今後

も上に述べたような官民双方の交流を基礎として、一層の健全化と発展が進むとこを期待する

ものである。 

筆者は上記の「中国住宅新技術研究・人材育成センタープロジェクト」の実施にあたって

は、長期専門家としてかかわった者の１人であるが、プロジェクト終了後も中国側の担当者た

ちとの交流、意見交換を行ってきている。このプロジェクトの終了後も、人材育成センターに

おいては、毎年、全国から参加する多くの研修生に住宅建築に係る新技術、住宅分野における

様々な課題と対応する施策展開など多岐にわたる研修が行われてきていること、中国建築科学

研究院が住宅建築分野における部品、部材に係る評価、試験の実施機関として国内で有数の実

力を有する機関としての評価を確立していること、中国建築設計研究院（プロジェクト実施当

時は中国建築技術研究院）が設計機関として多くの先進的プロジェクトの設計にかかわってい

ることなど、着実にその成果が定着し、発展してきていることは大変喜ばしく感じるところで

ある。 
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本プロジェクトの成果についても、中国における良質な住宅供給において重要な役割を果

たしていくことが期待されるところであるが、「第６章 提言及び教訓」に述べるとおり、実

施体制の一層の充実と制度の充実への不断の取り組みが不可欠である。住宅の市場化を促進し、

市場の機能を通じた良質な住宅の供給推進を重要な政策課題に掲げる中国においては、引き続

き住宅性能評価、住宅部品認証制度が重要な役割を果たしていくことは確実であり、社会経済

情勢の変化、国民の住宅に対する意識の変化などに的確に対応しつつ、自律的に制度を発展･

運営していくことが期待される。 

最後に、プロジェクトの調査及び評価にご協力頂いた、中国建設部外事司李司長、楊主任

をはじめ中国建設部の皆様、プロジェクト実施機関である中国住宅産業化促進センター及び中

国建築科学研究院の皆様、専門家の皆様など関係者一同に対し、改めて厚く感謝申し上げたい。 
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第３章 プロジェクト当初計画 
 

３－１ プロジェクトの成り立ちと経緯 

３－１－１ プロジェクトの背景 

中国では1994年に「社会主義市場経済」の基本方針が打ち出され、住宅分野においても

市場経済を進展するために「都市住宅制度改革の更なる進展に関する決定」が公布された。

その一環として「2000年小康城郷住宅総合範工程（1994～2000年）」が策定された。これは、

新築住宅の基準となるモデル住宅の規範を示し、１人当たりの占有面積の拡大を図り、居

住環境の改善をめざすものであった。1998年には、住宅の分配制度が全面的に廃止された

ことから、住宅の商品化が促進され、住宅の竣工面積は年率20～30％の急激な伸びを示し

た。しかし、住宅品質の改善はあまり進まず、竣工面積の増加に反して入居者の満足度は

年々低下し、大量在庫の発生原因のひとつにもなった。現在、中国の都市部は本格的なマ

イホーム時代を迎えており、住宅産業は今後も高い成長率が予測されるため、新規住宅の

質的向上は緊急課題となっている。 

日本政府は、1990年から３年間の「都市型普及住宅研究協力」において住宅の設計基準

の設定に対する協力を行ってきた。また、1995年から５年間の「住宅新技術研究・人材育

成センタープロジェクト」において、中国内外の実用的な先進技術を総合的に利用し、新

しいタイプの住宅建設に必要とされる技術を研究開発するとともに、住宅建設に必要な人

材の育成を支援してきた。近年の中国の住宅事情及びこれまでの住宅分野での日本政府の

協力の成果に基づき、中国建設部は住宅性能と住宅部品の質を向上させ、居住環境を改善

するために、「住宅性能評価制度」及び「住宅部品認定制度」の導入を検討しており、研究

協力によるソフト面、ハード面双方からの協力が日本政府に要請された。 

 

３－１－２ プロジェクトの成り立ち 

以上の背景の下、「中国住宅性能と部品認定の研究プロジェクト」に対する事前調査団が

2001年10月14日から同19日まで派遣された。同研究プロジェクトは、事前調査団と建設部

により取り交わされた討議議事録（The Record of Discussion：R/D）に基づいて、建設部

住宅産業化促進センター及び中国建築科学研究院を実施機関として、2001年12月１日から

2004年11月30日までの３年間の技術協力として実施されてきた。議事録の概要は以下のと

おりである。 

 

(1) 両国政府の協力 

日本国政府は中国政府と協力し、中国において住宅性能評価制度及び住宅部品認定制

度を策定し、国家基準の制定に寄与することを目的として、以下に示す範囲の研究プロ

ジェクトを実施する。 

・住宅性能評価制度 

・住宅部品認定制度 

・住宅の安全性評価 

・住宅の居住性評価 
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(2) 日本人専門家の派遣 

プロジェクトは日本側研究チームと中国側研究チームにより共同で実施される。日本

側研究チームは、ＪＩＣＡを通じて任命された日本人専門家により構成される。中国側

研究チームは建設部、住宅産業化促進センター及び建築科学研究院の人員によって構成

される。両チームの構成は以下のとおりである。 

１）日本側研究チーム：チームリーダー 

・住宅性能評価分野の研究者／専門家 

・住宅部品認定分野の研究者／専門家 

・住宅の安全性評価分野の研究者／専門家 

・住宅の居住性評価分野の研究者／専門家 

２）中国側研究チーム：チームリーダー 

・住宅性能評価分野の研究者／専門家 

・住宅部品認定分野の研究者／専門家 

・住宅の安全性評価分野の研究者／専門家 

・住宅の居住性評価分野の研究者／専門家 

 

(3) 機材供与 

日本国政府は、技術協力計画の通常の手続きにより、日本国側の負担においてプロジ

ェクトの実施に必要な機械、機材、その他の資材を提供する。 

 

(4) 研修員受入れ 

日本国政府は、技術協力計画の通常の手続きにより、日本国側の負担において技術研

修に関係する中国側研修員を受け入れる。 

 

３－１－３ プロジェクトの経緯 

本プロジェクトの開始にあたり、住宅性能評価及び住宅部品認定の２名の専門家が派遣

され、その後、現在の専門家２名に円滑に業務が引き継がれた。その間、住宅の安全性、

居住性にかかわる分野の14人の短期専門家が派遣された（付属資料７．活動状況表参照）。

短期専門家は、日本の制度・基準の紹介、技術的アドバイスを行うとともに、C/P、研究者、

業界関係者を対象とするセミナーを開催した。各方面にわたる関係者に対するセミナーが

開催されたことが、住宅性能制度及び住宅部品認定制度の認知に大きな役割を果たした。 

中国側は本プロジェクトの実施機関である住宅産業化促進センター及び建築科学研究院

に、プロジェクトリーダー及びC/Pを配置し、プロジェクト運営体制を敷した（付属資料９．

C/P配置参照）。 

C/P研修として、住宅の居住性（空調設備分野）及び安全性（防火設備分野）の分野で２

名のC/Pがプロジェクト２年目に入る2002年11月から約３か月間日本に派遣された。さらに、

2004年に住宅性能評価制度、住宅部品認定制度、建築技術・住宅産業、住宅居住性及び安

全性に関わる分野で合計５名のC/Pが日本での研修に派遣された（添付資料10．C/P研修実

績参照）。これらの研修は、住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度の進捗状況に応じて実

施された。本プロジェクト終了後の実施段階においても、研修員はキーパーソンとしての
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活躍が期待される。 

 

３－２ プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM） 

３－２－１ 当初計画 

本プロジェクトの開始にあたり2001年10月に実施された事前調査において、プロジェク

トの枠組みが協議され、PDMが作成された（付属資料２．PDM）。以下にPDMの要約を示す。 

 

(1) 上位目標 

本プロジェクトによって策定された住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度が普及す

る。 

両制度に関連する国家基準の制定に寄与する。 

 

(2) プロジェクト目標 

住宅評価制度及び住宅部品認定制度が策定される。 

 

(3) 成 果 

１．住宅産業化促進センターで住宅性能評定制度が作成される。 

２．住宅産業化促進センターで住宅部品認定制度が作成される。 

３．中国建築科学研究院で中国に適した住宅の安全性に関する住宅性能評定制度及び住

宅部品認定制度策定のためのデータが収集され、その検査方法が確立される。 

４．中国建築科学研究院で中国に適した住宅の居住性に関する住宅性能評定制度及び住

宅部品認定制度策定のためのデータが収集され、その検査方法が確立される。 

 

(4) 活動 

1-1 中国・日本の住宅性能の現況を調査し、比較する。 

1-2 日本の住宅性能評価制度を紹介する。 

1-3 日本の住宅性能評価制度の中国における適用可能性について分析、研究を行う。 

1-4 中国が独自に策定すべき住宅性能評定制度の指揮体系、評価手法、及び価基準に関

し研究を行う。 

2-1 中国、日本の住宅部品の現況を調査し、比較する。 

2-2 日本の住宅部品認定制度を紹介する。 

2-3 日本の住宅部品認定制度の中国における適用可能性について分析、研究を行う。 

2-4 中国が独自に策定すべき住宅部品認定制度の指揮体系、評価手法、及び評価基準に

関し研究を行う。 

3-1 住宅の安全性に関する日中の既存の検査基準の検証・比較を行う。 

3-2 住宅の安全性に関する検査・測定方法及び評価基準確立のための研究を行う。 

4-1 住宅の居住性に関する日中の既存の検査基準の検証・比較を行う。 

4-2 住宅の居住性に関する検査・測定方法及び評価基準確立のための研究を行う。 
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３－２－２ PDMの見直し 

終了時評価に当たっては、プロジェクトが置かれた外部環境の当初からの変化及び実施

された活動とPDMに示された活動等の差異の確認を行った。基本的には、当初のPDMの内容

に変更はないと判断された。 

しかし、PDMは、プロジェクト関係者以外の第三者がその内容を判断できる必要がある。

本プロジェクトのPDMの内容には見直しは行わなかったが、プロジェクト目標の記述（明確

さ）、プロジェクト目標と成果の差異の判断に若干の問題があると思われる。プロジェクト

目標は「住宅評価制度及び住宅部品認定制度が策定される」ことであり、成果には両制度

が「作成される」となっている。これは、当初の日本側の案は「国家基準となる制度を策

定する」ことであったが、事前評価時に中国側との協議で国家基準にまで言及するのは困

難であることが判明したため変更された。そのため、「国家基準となる制度を策定する」は

上位目標として、「国家基準の制定に寄与する」ことになった。この結果、プロジェクト目

標と成果の差異の判別が第三者には困難になり、プロジェクト目標が若干不明確になった

と考えられる。プロジェクト当初に作成された英語版、中国語版のPDMでは、プロジェクト

目標はinstitute及び建立（築く、設立する）となっている。 

したがって、終了時評価にあたっては、プロジェクト目標である「住宅性能評定及び住

宅部品認定制度が策定される。」は実施に向けた制度が整備される、すなわち「評価・認定

制度のシステムが策定される」と判断し、その評価を行った。 
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第４章 プロジェクトの評価 
 

４－１ 計画の達成度 

４－１－１ 投 入 

(1) 日本側投入 

１）専門家派遣 

日本側は、述べ４名の住宅性能評価及び住宅部品認定にかかわる長期専門家を派

遣した（付属資料６．）。プロジェクト立ち上がり当初に住宅性能評価（兼プロジェク

トチームリーダー）及び住宅部品認定の専門家各1名が派遣された。その後、２名の

専門家が業務を引き継ぎ現在に至っている。長期専門家は、いずれも日本で住宅性能

評価制度及び住宅部品認定制度にかかわる業務に従事してきており、中国語にも習熟

している。このため、中国側C/Pに対して、専門分野における知識と経験に基づいた

的確な技術移転が行われた。 

長期専門家に加え、以下の４分野において合計14名の短期専門家がプロジェクト

の進捗状況に合わせて、2002年に６名（住宅性能評価、住宅部品認定、住宅安全性及

び住宅居住性）、2003年に６名（住宅性能評価、住宅部品認定、住宅安全性及び住宅

居住性）及び2004年に２名（住宅性能評価、住宅部品認定）が派遣された。 

・住宅性能評価（性能表示制度、性能保証保険制度、高齢者住宅基準） 

・住宅部品認定（優良住宅部品認定制度、部品標準化、住宅産業） 

・住宅安全性（消防法、消火設備の基準、測定方法及びデータ分析） 

・住宅居住性（室内空気質、換気・空気調和設備の基準、断熱材、省エネ評価基準） 

短期専門家はC/Pに対する各専門分野の技術移転を行うとともに、住宅建設に関連

する関係者を対象として「住宅性能評価制度」、「住宅部品認定制度」、「住宅性能表示

制度と住宅性能保証制度」、「シックハウス等の性能表示制度」、「部品認定と住宅産

業」及び「バリアフリー住宅の普及」の６回のセミナーを北京、南京、深・で開催し

た。このセミナーの開催により、政府関係機関はもとより民間の住宅性能評価制度、

住宅部品認定制度に対する認知度が高まり、本プロジェクトの効果の発現に貢献して

いる。 

 

２）研修員受入れ 

日本側は添付付属資料10．カウンターパート研修実績に示す、７人の研修員を受

け入れた。2002年には、建築科学研究院の空気調節研究所及び建築防火研究所から各

1名の研修員を受け入れた。プロジェクト初期における２名のC/P研修の実施は、住宅

安全性及び居住性にかかわる検査、測定方法の策定に大いに寄与した。また、適切な

供与機材の活用、維持管理を行ううえでも非常に有効であった。 

2004年には、５名の研修員を受け入れた。分野別では、住宅産業化促進センター

から３名（住宅性能評価制度、住宅部品認定制度及び建築技術・住宅産業）、建築科

学研究院から２名（住宅居住性能及び住宅安全性能）である。 

C/Pからのヒアリングでは、日本における研修で得た知識・経験を高く評価してい

る。中国では新しい概念である住宅及び住宅部品の評価・認定制度を実務レベルで
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C/Pが学習したことは、本プロジェクトの推進だけでなく、評価・認定制度を実施す

るうえでも非常に有意義であったと思われる。 

 

３）機材供与 

日本側は、プロジェクトの実施に必要な機材を総額約3,670万円相当（合計282万

5,534元：2001年54万3,300元、2002年158万3,998元、2003年69万8,236元）供与して

いる（付属資料８．供与機材リスト）。これらは主に住宅の安全性及び居住性にかか

わるデータ収集と検査方法の確立のための機材で、その質・量及び供与時期とも適切

で、有効に活用されている。 

 

４）ローカルコストの負担 

日本側は、調査研究費、会議・セミナー費用、消耗品などの現地業務費として

2004年12月末までに総額約1,640万円（126万253元）を支出している（2004年第３四

半期については予定）。 

 

(2) 中国側投入 

１）C/Pの配置 

中国側は住宅産業促進センター及び建築科学研究院それぞれに、チームリーダー、

プロジェクトコーディネータ、専門家C/P、事務職員として合計24人を配置した。C/P

の配置は、日本側からの技術移転を受けるのに十分な能力を有した人員、人数であっ

た（付属資料９．）。 

 

２）プロジェクト施設及び設備の提供 

中国側は住宅産業促進センター及び建築科学研究院それぞれに、派遣専門家の執

務スペース及び執務に必要なオフィス機器、供与機材設置スペース等のプロジェクト

実施に必要な資機材及び施設を適切に提供した。 

 

３）ローカルコストの負担 

中国側はプロジェクトの運営コストとして、2004年11月末までに総額2,320万円

（178万7,750元）の予算を計上した。内訳は、人件費、専門家経費、事務経費及び調

査費である（付属資料11．）。ローカルコストはプロジェクトの運営に支障なく支出さ

れている。 

 

４－１－２ 活動実績 

当初計画の活動は以下に要約される。 

１）住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度にかかわる活動 

・中国・日本の住宅性能・住宅部品の現況調査及び比較 

・日本の住宅性能評価制度・住宅部品認定制度の紹介 

・日本の住宅部品性能評価制度・住宅部品認定制度の中国における適用可能性の研究 

・中国が独自に策定すべき住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度の研究 
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２）住宅の安全性及び居住性にかかわる活動 

・日中の検査基準の検証・比較 

・検査・測定方法及び評価基準確立のための研究 

 

以上の活動は、別途作成した４分冊の資料にまとめられている。また、2003年には「住

宅需要実態調査」を中国側C/Pと共同で実施している。同調査では、全国5都市6団地の住民

アンケート、不動産開発業者10社、内装業者９社に対するヒアリング調査を行い、調査結

果は住宅性能評価の策定に反映された。 

そのほかに、短期専門家による日本の両制度を紹介する以下のセミナーが実施された。

４都市で開催されたこれらのセミナーはプロジェクト関係者、地方政府、学術研究者、業

界関係者を対象としており、日本の制度の背景、効果などの紹介、中国の現状、制度案、

メリット等の意見交換を通じて中国における両制度の認知に寄与した。 

・優良部品認定制度 （2002年７月北京） 

・住宅性能表示制度と住宅性能保証制度 （2002年７月北京） 

・シックハウス、省エネ等の性能表示制度について （2002年11月深・） 

・住宅部品認定制度 （2003年11月成都） 

・住宅性能評価制度 （2003年11月成都） 

・部品認定と住宅産業 （2004年５月南京） 

・バリアフリー住宅の普及 （2002年５月南京） 

 

４－１－３ 成 果 

本終了時評価において、設定された指標に基づき成果の達成度を確認した。 

 

(1) 成果１：住宅産業化促進センターで住宅性能評定制度が作成される。 

住宅性能評価においては「住宅性能評価技術標準」が作成されており、後述する上位

目標である国家基準としての制度の確立が進められている。同評価制度は日本の住宅性

能評価制度を参考にして、中国の社会的現状に適した内容になっている。中国の性能評

価の内容は、快適性能、安全性能、耐久性能、環境性能及び経済性能の６項目に分かれ

ており、更に32細目に分類されている。各評価の獲得点数により、住宅全体の総合評価

がＡ（１Ａ、２Ａ、３Ａ）、Ｂ、Ｃ1にランク付けされる。一方、日本の制度では構造の

安定、空気環境、高齢者への配慮など９項目、29細目に分かれ、各細目ごとに３～５段

階の評価を行っている。日本の制度は各細目の機能のチェックであるのに対して、中国

の制度は住宅全体の価値を評価することにある。社会資本としての良質な住宅建設は重

要な要素であるが、中国では低水準の住宅建設が少なくないのが現状である。そのため

個別の細目よりも住宅全体の水準を上げることが課題となっており、このことが中国と

日本の制度の相違を生じさせた。中国側の主体的な研究により、このような独自の制度

                            
1 ３Ａ：高収入世帯向けの機能完備した快適住宅 

２Ａ：中高収入世帯向け商品住宅 

１Ａ：中低収入世帯向け経済適用住宅 

Ｂ ：Ａの基準には達しないが居住可能な住宅 

Ｃ ：居住としての性能を有していない住宅 



－15－ 

が作成されたことは大きく評価できる。 

 

(2) 成果２：住宅産業化促進センターで住宅部品認定制度が作成される。 

住宅部品認定制度については、日本の「優良住宅部品認定制度｣を参考として、認定

制度のフローや認定規定案が作成された。これまで中国では「国家康居住宅モデルプロ

ジェクト 住宅部品・製品認証」という暫定的な制度を実施していたが、認定の根拠と

なる基準が不明確で透明性・客観性に欠けるとの問題があった。また、新しい認定制度

を作成するにあたり、同認証制度に準じた国家康居住宅モデル工事に限定したクローズ

ドな制度にするか、一般の住宅建築を対象とするオープンな制度にするかとの議論があ

ったが、最終的にはオープンな制度に決定された。この結果、日本の認定制度を参考と

した中国における新しい認定制度が作成された。終了時評価時点では、「住宅部品認証

制度(草案)」として国家認証認可管理委員会の認可が申請されている。 

また、「住宅外壁・断熱部品」及び「住宅内装間仕切壁部品」の２分野についての技

術標準として、前者は国家標準（GB）、後者は建築部門基準（JG）として制定される予

定となっている。今後、「住宅屋根システム」、「住宅一体化収納ユニット」、「住宅一体

化衛生間（浴室・サニタリー）ユニット」、「住宅厨房・衛生間の換気システム」、「住宅

配管・配線システム」、「住宅太陽熱利用給湯システム・暖房システム」及び「住宅団地

情報システム」の７分野の基準について、建設部住宅部品標準化技術委員会で検討され

ることとなっている。 

 

(3) 成果３：中国建築科学研究院で中国に適した住宅の安全性に関する住宅性能評定制度

及び住宅部品認定制度策定のためのデータが収集され、その検査方法が確立

される。 

住宅の安全性については、火災に対する安全性の測定・検査を中心として研究が進め

られた。住宅性能評価においても、安全性のなかで防火に占める比重が大きい。日本で

は木造建築が多い等の理由から防火に関しては先進的な設備、システムを有しており、

これまでの技術的蓄積を活用し、効果の高い技術協力のできる分野であった。 

成果としては、これまで機材不足等から整備されていなかった以下のデータの収集及

び検査方法が研究され、「住宅安全性検査試験方法とデータ集編」が作成された。建築

科学研究院でのヒアリングでは、これまでの試験・検査は試験室で行うのが中心であっ

たが、本プロジェクトによって特に現場における試験・検査方法が確立されたとの意見

が出された。また、これらの成果は住宅性能評定制度及び住宅部品認定制度の作成に活

用されている。 

・住宅団地における消防配管システムの測定・検査 

・消火システム部品の測定・検査 

・火災警報システムの測定・検査 

・内部欠陥による電気設備火災に対する測定・検査 
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(4) 成果４：中国建築科学研究院で中国に適した住宅の居住性に関する住宅性能評定制度

及び住宅部品認定制度策定のためのデータが収集され、その検査方法が確立

される。 

住宅の居住性については、室内空気環境の品質の測定・検査を中心として研究が進め

られた。中国の北部地域における暖房効率の向上や断熱性能の確保は省エネの観点から

も重要な課題となっている。また、断熱性・機密性の高い住宅においては、室内の空気

汚染という新たな問題も生じてくる。これらの問題に対して、日本でのオイルショック

以来の省エネ対策、シックハウス症候群などの室内環境汚染対策等の技術的蓄積に基づ

いた技術協力は高い成果があげられた。 

具体的な成果としては、安全性の研究と同様に供与機材を活用して以下に関するデー

タの収集及び検査方法が研究され、「住宅居住性検査試験方法とデータ集編」が作成さ

れ、住宅性能評定制度及び住宅部品認定制度の作成に活用されている。 

・暖房設備能力の測定・検査 

・断熱性能の測定・検査 

・室内空気品質の測定・検査 

 

４－１－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標である「住宅性能評定及び住宅部品認定制度が策定される。」は実施に

向けた制度が整備される、すなわち「評価・認定制度のシステムが策定される」という解

釈に基づき達成度を判断した。 

 

(1) 住宅性能評価制度 

住宅産業化促進センターが中心となって作成された住宅性能評価制度は試行制度が実

施されている。また、国家基準としての認可手続きが進められており、2005年初頭には

「住宅性能評定技術標準」が国家基準として交付される予定である。 

現在の試行制度により169件の住宅団地が調査時点で認定されている。本格的な実施

は2005年から開始されることが見込まれている。図４－１に本格実施における性能評価

の申請から認定までのフローを示す。住宅性能評価は、国務院建設主管部門発表の「住

宅性能認定管理弁法」に従って申請される。申請は、住宅産業化促進センターが中心と

なって組織される住宅性能認定機構によって審査される。住宅性能認定機構は申請ごと

に専門家によって構成される性能評価審査機構を指名し、審査を依頼する。住宅性能認

定機構は審査結果を踏まえ、申請住宅の等級を認定するとともに、建設主管部門に報告

し、公布される。以上の申請制度は確立されており、今後は国及び地方の実施機関の設

立が予定されている。以上の状況からプロジェクト目標は達成されたと判断される。 
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図４－１ 住宅性能評価業務フロー図 

 

(2) 住宅部品認定制度 

住宅部品認定制度の達成度は住宅性能評価制度に比べやや遅れている。その理由とし

ては、住宅部品にかかわる基本的な基準がプロジェクト開始時に未整備であったことに

ある。現在、「建設部住宅部品標準化技術委員会」が、住宅部品の認定にかかわる基準

体系として総則の役割をもつ「住宅部品の用語と分類」を国家標準（ＧＢ）としての制

定を進めている。同時に、品目別の認定基準及び材料試験方法の基準制定が行われてい

る。以上の背景の下、住宅産業化促進センターによって住宅部品認定制度の整備が進め

られてきた。 

図４－２に住宅部品認定業務の流れを示す。認定業務の実施に際しては、住宅産業化

促進センターの住宅部品処を新たに住宅部品認証センターとして設立し、住宅部品認定

制度の運営にあたる。申請された住宅部品は、住宅部品認証センターが指定した評価機

関によって基準に基づいた評価書が作成される。さらに、住宅部品認証センターの審査

を受け認証書が交付される。 

以上の通り、組織・制度面でのシステムは確立されているが、実際の業務を担当する

機関の設立には至っていない。 

 

2005年に予定されている「住宅部品の用語と分類」や品目別の認定基準の制定、実施

機関の設立などの実施に向けての動きを総合的に判断すると、プロジェクト目標の達成

の可能性は非常に高い。 
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図４－２ 住宅部品認定業務フロー 

 

４－１－５ 上位目標 

住宅性能評価制度は既に試行段階に入っており、作成された「住宅性能評価技術標準」

は国家標準（GB）の認定手続きを行っている。2005年には国家標準として発布される予定

である。現在実施されている住宅性能評価の試行制度おいては、169件の住宅団地が調査時

点で認定されている。級別では３Ａが44団地、２Ａ、１Ａはそれぞれ60団地、70団地とな

っている2。団地の所在地は全国の主要都市に広がっており、評価制度の全国レベルでの展

開が既に行われている。試行段階なので、PDMに示されている指標の「住宅部品認定制度に

のっとった住宅部品の採用状況」からは十分な判断は下せないが、良質な住宅の需要が高

まるなかで評価制度に対する主要な申請者である開発業者の期待は大きい。 

                            
2 同一団地で２種類の認定を受けているケースがある。 
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住宅部品認定制度は、2005年には国家認証認可監督管理委員会の正式認可が下りる見込

みである。また、「住宅部品の用語と分類」を国家標準（GB）に制定するのに加え、「住宅

外壁・断熱部品通用技術条件」を国家標準、「住宅内装間仕切壁部品技術条件」を建築部門

基準（JB）として制定する手続きがとられている。これらの住宅部品にかかわる標準・基

準の制定は本プロジェクトの成果と判断される。 

住宅部品認定制度については、上位目標の達成度を確認するための指標を入手すること

は不可能である。しかし、2005年度の本格運用以降には、国・省級プロジェクトに認定部

品を優先採用するなどの施策がとられることから、認定部品の拡大が見込まれる。また、

広範囲にわたる住宅部品の認定制度の実施、普及のために、住宅産業化促進センター及び

住宅部品標準化技術委員会などの関係部署による、更なる品目別の認定基準及び材料試験

方法の基準づくりが行われている。以上から判断して、上位目標の達成見込みは非常に高

いと判断される。 

 

４－２ 評価５項目による評価 

評価は、PDMに示された投入、活動、成果、プロジェクト目標等についてそれらの達成度を

把握するとともに、(1) 妥当性、(2) 有効性、(3) 効率性、(4) インパクト、(5) 自立発展性

の５項目の観点からプロジェクトを評価した。 

 

４－２－１ 妥当性 

妥当性の評価は、プロジェクト開始時に設定されたプロジェクト目標、上位目標、成果

等は評価時点においても妥当であるかによって評価を行うことにある。 

 

(1) 上位目標と中国政策との整合性 

1998年に「都市住宅制度改革を深化し、住宅建設を加速させることに関する国務院通

知」の公布により、それまでの住宅の分配制度が全面的に廃止された。この結果、住宅

の商品化が促進され、住宅の供給面積は急激な伸びを示した。2002年には、都市・農村

を合わせた住宅竣工面積は13億㎡に至り、住宅産業は大きく進展した。しかし、住宅及

び住宅部品の品質には多くの問題が残され、住宅産業の近代化、建設技術の向上が重要

な課題となっていた。このため、住宅産業を近代化することにより高品質の住宅を供給

し、急増する住宅需要を満たすための通達が1999年に国務院より公布された。この通達

では以下の目標が掲げられている。 

① 都市住宅の居住性を2005年までに満足できる水準に向上させ、2010年までに住宅工

事の品質、住宅機能の面からの居住環境の改善に努める。 

② 2005年までに住宅及び住宅材料・部品の工業化・規格化生産体系を図り、2010年ま

でに住宅建設及び住宅部品生産の体系化、標準化の実現に努める。 

③ 2005年までに都市新築住宅は、1981年と比較し50％の省エネルギーを図り、更に

2010年までに2005年目標値の30％の省エネルギーを達成する。そのためには、省エネ

ルギーのための基準を制定し、省エネルギー政策の実施を徹底する。 

④ 2005年までに、住宅産業における科学技術の貢献率を30％にし、2010年までに35％

に上昇させる。 
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さらに、2004年の全国建設工作会議において、「住宅の性能に関する認定と住宅部品

に関する認証又は淘汰制度を規範化させ、適切な建築技術、製品と材料の研究開発及び

普及に努める」との発言が建設部部長より行われた。 

以上の1990年代から継続して行われている、住宅建設にかかわる課題に対する中国政

府の取り組みから、本プロジェクトの上位目標は妥当であると判断される。 

 

(2) 日本の援助政策との整合性 

中国に対する日本の援助重点分野として改革・開放支援が掲げられている。これは、

「中国がより開かれた社会へ発展していくよう促すために、特に市場経済化促進のため

の制度整備及び人材育成、並びに社会的セーフネットの整備を支援」することにある。

本プロジェクトは、市場経済化の進展に伴い急速に拡大している商品住宅という新分野

における制度を確立するものである。本プロジェクトの住宅評価制度及び住宅部品認定

制度は商品住宅市場の整備に有効な手段となり得る。また、本プロジェクトは制度確立

のための人材育成にも重点が置かれている。以上に加え、住宅性能評価制度及び住宅部

品認定制度は、今後地方都市において普及することが期待されており、全国規模の展開

が予想されることから、援助の効果も大きいと判断される。 

以上のとおり、本プロジェクトは日本の援助政策とも整合しており、プロジェクトの

上位目標、プロジェクト目標及び成果は妥当であると判断される。 

 

(3) 日本の技術の優位性 

本プロジェクトにかかわる日本における制度には、「住宅性能保証制度（1980年創

設）」、「住宅性能表示制度（2002年創設）」、「優良住宅部品認定制度（1974年創設）」が

あげられる。これらの制度は、良質な住宅を消費者に供給することを目的として創設さ

れた。また、社会環境の変化や技術向上に対応するための制度変更を行ってきており、

本プロジェクトの要件である「中国に適した制度の策定」に十分に対応することができ

た。 

 

４－２－２ 有効性 

有効性の評価は、プロジェクトの成果の達成度合いと、それがプロジェクト目標の達成

にどの程度結びついたかにより行う。 

 

(1) プロジェクト目標の達成度 

住宅性能評価制度はプロジェクト開始時の想定を上回る成果をあげている。現在、同

制度は試行段階に入り、169件の住宅団地の認定が行われている。また、「住宅性能評定

技術標準」が作成され、2005年初頭には国家標準として発布される予定である。したが

って、上位目標である「国家基準の制定に寄与」することも達成見込みである。 

「住宅部品認証制度」は2005年に国家認証認可管理委員会の認可を得て正式に実施さ

れる予定であり、住宅部品認定制度を策定するとのプロジェクト目標は達成された。ま

た、住宅部品の認証基準は国家標準（GB）若しくは建築部門基準（JB）として確立され

る予定であることから、上位目標も達成される見込みである。 
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(2) 成果のプロジェクト目標達成に対する寄与 

成果として達成された安全性、居住性にかかわる住宅部品のデータ収集及び収集のた

めの検査方法は、住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度の作成に寄与している。 

また、住宅部品は中国側にとって新しい概念であり、その検査手法の確立は今後の住

宅部品の技術向上に大きく寄与すると判断される。現時点では住宅外壁・断熱部品及び

住宅内装隔壁部品の２分野について認証基準が制定される予定であるが、本プロジェク

ト終了後も中国側によって継続され、７分野に拡大される予定である。 

 

４－２－３ 効率性 

効率性は、投入がどれだけ効率的に成果に転換されたかを評価する。 

 

(1) 日本側投入 

１）専門家派遣 

日本側は、合計４名の長期専門家と14名の短期専門家を派遣した。当初に派遣さ

れた２名の長期専門家は、プロジェクトの形成段階からかかわっており、本プロジェ

クトの円滑な遂行に貢献した。長期派遣専門家は、日本の制度に精通しており、プロ

ジェクト実施に多大な貢献をした。短期専門家の派遣は、広範囲に及ぶ住宅関連技術

を網羅しており、それぞれの分野での技術移転、セミナーの開催は、派遣時期・期間

ともに効率よく行われたと判断される。 

 

２） 研修員受入れ 

日本側は、７名の研修員を受け入れた。日本での研修で得た知見はプロジェクト

の推進に大きく貢献した。本プロジェクトの目的である新制度の策定には、社会・経

済、技術水準、産業構造など広い分野にわたる背景を検討する必要がある。研修員は、

日本における具体的な背景を理解するとともに、日中の相違についての理解が深まり、

これがプロジェクトの効率的な遂行の要因となったと判断される。 

 

３）機材供与 

機材は主に建築科学研究院に投入された。供与機材は数量及び投入時期ともに適

切であり、同研究院における管理は適切に行われている。長期専門家は、データ測

定・分析に精通しており、供与機材の有効活用の一助になったと判断される。また、

供与機材はすべて中国国内調達であるため、今後の維持・管理にも問題を生じないと

判断される。 

 

４）ローカルコストの負担 

本プロジェクトに必要なローカルコストは適切に配分された。 

 

(2) 中国側投入 

１）C/Pの配置 

中国側は、チームリーダー、プロジェクトコーディネータ、専門家C/P、事務職員
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として合計24人を配置した。C/Pは、日本側からの技術移転を受けるのに十分な能力

を有した人員、人数が配置された。 

 

２）プロジェクト施設及び設備の提供 

中国側は、派遣専門家の執務スペース、供与機材設置スペース等のプロジェクト

実施に必要な資機材及び施設を適切に提供した。 

 

３）ローカルコストの負担 

供与機材の中国国内輸送費、据え付け、維持管理費、日本人専門家に対する北京

市内の交通の便宜、その他日本側から提供される現地経費以外でプロジェクトの実施

に必要なすべての現地費は支障なく確保された。 

 

４－２－４ インパクト 

インパクトは、プロジェクト実施によりどのような正・負の効果が直接的・間接的に生

じたかを評価する。現時点では、住宅性能評価制度と住宅部品認定制度の本格的な実施は

行われていないが、以下のインパクトが生じると認められる。 

 

(1) 間接的・波及的効果 

本プロジェクトによる間接的・波及的効果には以下があげられる。これらは、両制度

の本格的な実施により長期的に中国の住宅産業に大きなインパクトを与えると判断され

る。 

１）良質な住宅の供給促進 

現在試行されている住宅性能評価制度は、「優良な住宅を供給しなくてはならな

い」という意識改革を促進する役割を果たしている。本評価制度によって認定された

住宅の品質が優れていることが認識されてきており、不動産販売の現場においてもそ

の優良性が認知されるようになりつつある。同評価制度が、住宅購入者に対する適切

な情報提供手段として普及することにより、健全な住宅市場の機能を通じた、良質な

住宅の供給が促進されると考えられる。 

また、住宅部品認定制度によって優良な製品が増加することは、国内の住宅部品

メーカーに対するインパクトも大きいと判断される。 

 

２）優良な住宅に対する需要の増加 

現在試行されている住宅性能評価制度によって商品住宅がランク付けされること

によって、購入者に対して優良な住宅を選択するための判断材料が提供される。また、

住宅性能評価制度による認定住宅の購入者には、中国工商銀行から優先的に融資を受

けられることとなった。これは認定住宅の担保価値が高いと判断されたことによる。

さらに、人民保険会社からは、認定住宅に対する住宅品質保証保険が適用されること

となった。これらの住宅評価性能制度と金融機関との連携が図られ、評価制度が一層

整備されることにより、優良な住宅に対する需要の拡大が図られると判断される。 
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(2) 予期されなかったプラスの影響 

１）住宅部品の概念の導入と技術標準の整備 

本プロジェクトにより、「住宅部品」という新しい概念が導入され、新たな技術標

準の推進につながっている。中国側C/Pが、「住宅部品」という用語を委員会での発言

や新聞発表の際に積極的に使用したことで、住宅部品の概念が徐々に浸透してきてい

る。 

中国では住宅建設に使用される製品について、個々の製品についての技術標準が

あった。本プロジェクトの実施により、いくつかの製品の組み合わせによって構成さ

れる「住宅部品」の技術標準を新たに整備する活動につながった。 

 

２）地方行政府に対するインパクト 

都市住宅の改善は地方都市においても重要な課題となっている。現在試行されて

いる住宅性能評価制度では、既に主要都市における住宅団地が認定されている。また、

本格的な実施に向けて、地方政府は実施機関の設立を開始している。これらの具体的

な動きは、当初の予想より早く、本プロジェクトの全国的な展開が早まると判断され

る。 

 

(3) 予期されなかったマイナスの影響 

中国の都市における戸建住宅の需要は小さく、建設業者は零細又は小規模であるため、

住宅性能評価制度を活用する業者は住宅団地を開発する大・中規模の業者に限定される

おそれがある。このため、供給側の観点から高級な住宅向けの申請が主となることが予

想される。日本の住宅評価制度は、個別の分野・細目に対する評価を行い、消費者の住

宅購入に対して指標としてのニーズに応えることを目的としている。一方、中国の制度

は住宅全体の評価を行うことにある。このため、高級住宅のための評価につながる制度

となることが懸念され、今後の制度の普及・発展にしたがって、「優良住宅の供給」と

いう制度の本来の目的に沿うように、適時見直しを行っていく必要がある。 

 

４－２－５ 自立発展性 

自立発展性は、プロジェクト終了後にプロジェクトによってもたらされた成果や効果が

持続的に維持あるいは拡大されるかによって評価する項目である。 

 

(1) 制度的側面 

以下に示す事柄から、住宅制度改革以来続いている商品住宅の需給拡大、住宅の質的

要求の変化など中国の住宅市場の発展・変革は今後も継続すると予測される。 

・住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度は中国政府の住宅政策と合致しており、建

設部のみならず関係各機関からの支援が期待できる。 

・2001年５月に交付された、建設事業「第10次５か年計画」において、都市住宅の改

善と建設産業の改革・促進が重要課題としてあげられている。その方策として、

建設技術の向上と建設市場の健全な発展を促すことが明示されている。 

・商品住宅の需要は今後も増加すると予測され、官・民両面からの両制度への期待は
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拡大すると判断される。 

 

住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度は、2005年の本格的な運用開始以降には、住

宅産業化促進センターと建築科学研究院を含めた関係機関によって継続的に制度の運

用・管理が図られる予定であり、両機関は引き続き大きな役割を果たすことが期待され

る。 

 

(2) 組織的側面 

2005年以降に住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度が本格的に運用されることによ

り、住宅産業化促進センターと建築科学研究院が両制度の中核を担うことが決定されて

おり、組織はプロジェクトの終了後も継続して発展することが期待できる。 

 

(3) 財政的側面 

組織的側面で述べたとおり、両制度に対する中国政府の必要性の認識は高く、今後は

地方都市への普及・拡大が図られることから、本プロジェクト終了後も引き続き必要な

予算は確保されると判断される。 

 

(4) 技術的側面 

住宅性能評価制度は住宅性能評定技術標準として制定される予定である。また、住宅

部品認定制度による認定部品は、今後国家プロジェクトに優先的に採用されることが期

待される。このような活動を推進するための技術的ノウハウは住宅産業化促進センター

及び建築科学研究院に蓄積されており、プロジェクト終了後も継続的に両制度の技術的

発展を支える役割を果たすことが期待できる。 
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第５章 結 論 
 

本プロジェクトにおける住宅産業化促進センターの活動と成果は、当初計画どおりに達成

したと判断される。住宅性能評価制度については既に試行されており、168件の住宅団地に関

する審査が行われ、うちの44件については既に認定されている。これはプロジェクトの成果が

十分に技術政策上の先進性をもつことを示すものである。また、専門家の判断を経たうえで、

2005年にも住宅性能評定技術標準（GB）の国家標準への採用をめざして手続き中であり、当初

の計画よりも進展している。 

住宅部品認定制度も既に草案が作成されており、国家認証認可監督管理委員会の認可を申

請している段階である。 

これらの活動・成果を技術面で支えたのが中国建築科学研究院である。「住宅部品」という、

新しい概念を確立し、その検査方法を確立したことは、住宅の安全性、居住性の向上に大きく

寄与することが期待できる。 

住宅改革が進展して、優良な商品住宅の需要が拡大する社会情勢の下で、両制度が実施さ

れることは、建築技術の向上のみならず、住宅産業の発展につながるものと思われる。 
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第６章 提言及び教訓 
 

６－１ 提 言 

６－１－１ 持続的な制度運用 

2005年からの運用が予定されている住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度は、申請か

ら認可に至るまでの手続き、実施体制がおおむね決定されている。両制度の運用にあたっ

ては、住宅購入者、居住者の住宅性能に対する意識、社会経済情勢などの変化を的確にと

らえ、必要に応じて適切な制度の改善が必要であり、制度のフォローアップを行うための

システムを確立していくことが望まれる。 

 

６－１－２ 実施体制の充実 

住宅性能評価制度及び住宅部品認定制度の普及にあたっては実際に住宅の評価、住宅部

品の認定を行う機関、人材などの養成による実施体制の充実が不可欠であり、これに向け

た関係機関の一層の努力が求められる。 

 

６－１－３ 住宅部品認定制度の拡充 

住宅部品認定制度は、住宅外壁・断熱部品と住宅内装間仕切壁部品の２品目の認定基準

の制定が進められており、さらに、建設部住宅部品標準化技術委員会で７品目の認定基準

の制定が進められている。一方、日本の優良住宅部品認定制度（BL、財団法人ベターリビ

ングが実施）は、67品目（2004年４月現在）を対象としており、認定制度の普及には、認

定基準の拡大を早急に推進することが望まれる。なお、認定基準の拡大にあたっては、独

自の認定制度としての制度化も合わせて検討することが望まれる。 

 

６－１－４ 広報活動 

本プロジェクトで行われてきた広報活動は、今後も継続する必要がある。両制度の実施

段階においても、マスメディア、インターネットなどを通じた広報活動、住宅関連イベン

トへの参加、セミナーの開催を実施することが普及に大いに効果がある。 

 

６－２ 教 訓 

６－２－１ 制度面における協力 

本プロジェクトは、住宅建設「技術」に関する協力ではなく、住宅建設にかかわる「制

度」に関する協力である。今後、住宅性能評価制度と住宅部品認定制度が国家標準（GB）

として採用されることにより、その効果は全国規模にて発現されると予想される。 

現在、対中国経済協力においては、このような制度面での協力に重点を置いているが、

本プロジェクトは全国規模での大きな効果が発現できるモデルケースのひとつと位置づけ

られる。 

本プロジェクトが、このような効果を発現することとなった背景には、住宅の品質を確

保し、住宅建設を促進することにより、持ち家制度を早急に推進するという1990年代後半

からの中央政府の一貫した政策がある。本プロジェクトの成功の背景には、プロジェクト

と政府の政策が方向性を共有していたことが重要な要素であったことを指摘したい。 
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６－２－２ 類似協力案件への教訓 

本プロジェクトは、都市の住環境の改善から住宅産業の振興に至る波及効果の高い協力で、

今後の発展の期待も大きい。その背景には、計画経済から市場経済への移行が進み、住宅の

配分制度の廃止による商品住宅の急増という特殊要因がある。類似の協力案件の実施に際し

ては、これらの中国の特殊要因を十分に比較・検討する必要がある。 
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